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「65歳まで働き続けられる労働環境づくりと安全衛生対策」
自治労職場改善アドバイザー　石川　荒二郎

1. 快適職場づくりの必要性

(1) 地方公務員の健康と災害 

2009年中の在職職員の精神及び行動の障害を理由とした1ヶ月以上の
長期病欠者は9,247で、長期病欠者合計19,633人の47.1%という高い割
合。

自殺者は176人で在職死亡者合計903人中19.5%でがんに続き在職死亡
原因の第2位。

出典:地方公務員安全衛生推進協会「地方公務員健康状況等の現況」

2009年度の公務災害認定件数は総計25,256件（死亡事案38件）、通勤
災害認定件数は2,641件（死亡事案10件）となっており、過去10年間に
おける発生状況でいえばほぼ横ばいで推移。 

職員の所属部門別では、一般行政職員等を含む「その他職員」が 
8,930件（構成比35.4%）と最も多い。

出典:地方公務員災害補償基金「平成21年度常勤地方公務員災害補償統計」

(2) 61歳以上職員の公務災害の状況 

対象職員6,887人中公務災害認定件数合計は12件。これを千人率に換 
算すると1.74。全年齢での千人率が0.45であることを考慮すると極め 
て高い数値といえる。（資料１参照）

＜2011年度自治労安全衛生集会の基調より＞
こういった公務災害の多くは、職場マネジメントによる、リスク管理

やリスク分散による予防や適切な業務の分担・シフトが行われていれ
ば、十 分に避けられる事例といっても過言ではありません。



(3) 深刻化するハラスメント問題

自治労が2010年に行ったパワー・ハラスメント10万人実態調査によ
ると、「過去３年間でパワハラを受けた」と回答した人が21.9％と、
5人に1人が被害を受けていると答えている。

過去３年に受けたパワハラ行為で最多だったのは、「大声など感情的
に叱る」で、「ささいなミスをしつこく叱る」「意向を無視した一方
的な指示をする」が続いている。パワハラの主な行為者は「直属の上
司」（61.0％）が突出して多かった。

被害を受けた後の状況では、「心療内科・精神科に通院した」が
7.7％、「死にたくなった」が5.7％となっている。

　＜最近の事例から＞

島根県浜田市の男性職員＝当時（50）＝が自殺したのは上司らのパ
ワーハラスメントが原因として、遺族の公務災害認定請求について
「公務外」とした地方公務員災害補償基金島根県支部の決定を同支部
審査会が取り消し、公務上の災害と逆転認定していたことが16日、分
かった。審査会の裁決は9日付。「上司の行動はパワハラに該当す
る」などと指摘、自殺と公務の因果関係を認めた。

2010/9/16 共同通信

愛知県豊川市職員の堀照伸さん（当時55歳）がうつ病で自殺したの
は、自分の部下に対する上司のパワーハラスメントなどが原因だとし
て、妻しずゑさん（62）が公務災害認定を求めた訴訟の控訴審判決が
21日、名古屋高裁であった。高田健一裁判長は「パワハラなどが心理
的負担になり、うつ病を発症した」として自殺と公務の因果関係を認
定。1審名古屋地裁判決を取り消し、原告側逆転勝訴の判決を言い渡
した。（後略）

2010/5/22 毎日新聞

千葉県松戸市消防局の元消防士4人が、訓練中にパワーハラスメント
を受け退職を余儀なくされたとして、市に計約1,200万円の損害賠償
を求めた訴訟は21日、千葉地裁松戸支部（森邦明裁判長）で正式に和
解が成立した。市がパワハラ行為を事実上認め、計660万円の和解金
を支払う。双方の関係者によると、和解条項には（1）市は訓練で配
慮に欠けた言動や行き過ぎた行為があったことを真摯に受け止め、原



告らに遺憾の意を表する（2）再発防止のため万全を期すことを誓う
―が盛り込まれた。
訴えによると、4人は2005年に採用。06年に行われた約2カ月間の
集中訓練で、訓練に名を借りたしごきやいじめなどを受けた上、退職
を迫られるなどしたため、辞めざるを得なかったなどとしている。和
解条項について松戸市議会もすでに承認。市消防局は、当時の管理職
ら11人を減給などの処分にしている。

2009/12/21 共同通信

2. 安全の意義・目的

(1) 労働安全衛生法の要旨

労働安全衛生法第1条：この法律は、労働基準法（昭和22年法律第49
号）と相まつて、労働災害の防止のための危害防止基準の確立、責任
体制の明確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる等その防止に関す
る総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働者の安
全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進すること
を目的とする。

労働基準法第1条：この法律で定める労働条件の基準は最低のもので
あるから、労働関係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低
下させてはならないことはもとより、その向上を図るように努めなけ
ればならない。

労働安全衛生法第3条：事業者は、単にこの法律で定める労働災害の
防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労
働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保するよ
うにしなければならない。（後略）

(2) 労働組合の取組み

事業者(首長)に責任を果たさせる。(災害防止の責任義務を果たさせ
る。)

事業者(首長)に危険・有害な要因を除去させる。

安全衛生管理体制を整備させ、組合員が災害防止活動に参加できよう
にさせる。

http://www.houko.com/00/01/S22/049.HTM#top
http://www.houko.com/00/01/S22/049.HTM#top


災害特例等の情報を提供共有し、災害防止活動に係る研修を行う。
出典: 吉川照芳「安全管理対策」

(3) 予防対策・再発防止対策

ヒヤリ・ハット報告

危険予知トレーニング

事故発生原因の検証

再発防止に向けた改善

(4) 安全衛生委員会の役割

I. 安全衛生管理体制の組織の事例

安全衛生管理を担当する部署がない。専門担当者がいない。誰が安全
衛生管理を行うか組織としてきめられていない。

労働安全衛生法に規定される管理者、資格者がいない。

総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、産業医、安全衛生推
進者、必要な免許取得者、技能講書修了者、特別教育受講者等

安全・衛生委員会(安全衛生協議会)の設置がない。

安全・衛生委員会の機能が働いていない。安全衛生委員会を毎月1回
定期に開催していない。安全衛生管理計画を策定せず、計画的に安全
衛生管理を行っていない。災害が発生してからその場限りの対策を講
じている。

職場からの意見聴取がない。職場の実情を全く聞かない。そのため安
全衛生委員会での発言がない。

職場の安全衛生状況についてのパトロール等を行っていない。

II.安全衛生委員会が行うべき事項（調査審議、事業者に対し意見を述べ
る）
労働者の危険を防止するための基本となるべき対策に関すること。

労働災害の原因及び再発防止対策で、安全に係るものに関すること。



安全に関する規程の作成に関すること

危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置に関する
こと。

安全衛生に関する計画(安全に係る部分に限る。)の作成、実施、評価
及び改善に関すること。

新規に採用する機械、器具その他の設備又は原材料に係る危険の防止
に関すること。

行政官庁から文書により命令、指示、勧告又は指導を受けた事項のう
ち、労働者の危険の防止に関すること。

III.安全衛生委員会の会議

委員会は、毎月1回以上定期的に開催すること。

委員会の運営に必要な事項を定めること。

委員会における議事で重要なものに係る記録を作成して、これを3年
間保存すること。

委員会の開催の都度、遅滞なく、委員会における議事の概要を労働者
に周知すること。

出典: 吉川照芳「安全管理対策」

(5) 安全衛生委員会活動の推進

産業医、事業外スタッフを含めた活動

職場点検の実践

参加型安全衛生活動

労働安全衛生マネジメントシステムの確立

リスクアセスメントの実施

PDCAサイクルの確立

各種ハラスメントへの対策

臨時・非常勤職員など非正規職員への対応



3. 安全衛生対策の具体化
(1) 労働安全衛生マネジメントシステムとリスクアセスメント

＜労働安全衛生マネジメントシステムとは＞
事業場において、次に掲げる事項を体系的かつ継続的に実施

する安全衛生管理に係る一連の自主的活動に関する仕組みで
あって、 生産管理等事業実施に係る管理と一体となって運用さ
れるものをいう。

イ 安全衛生に関する方針の表明
口 危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措
置

ハ 安全衛生に関する目標の設定  
二 安全衛生に関する計画の作成、実施、評価及び改善

労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針 

＜職場には、様々な危険・有害要因が存在する＞
危害要因(ハザード)      　　　　　　災害・病気  
床の突起・高低差        　　　　　　転倒・転落  
機械の不備          　　　　　　 　　指などの切断  
重量物取扱・悪い作業姿勢   　  　　腰痛  
化学物質取扱          　　　　　　　 中毒  
メンタルストレス         　　　　　　メンタル不調

       

　　　　　　　　　危害要因を取り除くことが重要

　　　　　　　　　危害要因を見つけることが必要
熊谷信二:職場におけるリスクアセスメント・マネジメント



(2) 職場点検活動の取り組み

I. 安全衛生点検月間の重点目標を次の通り設定して取り組みを進めてい
く

安全衛生委員会が未設置の事業場は安全衛生委員会を設置する 

安全衛生委員会の年間計画を作成する 

全職場の点検・巡回を定期的に実施する

＜腰痛について考える＞
危害要因   

作業姿勢  　　  前傾姿勢 　　長時間の立位・座位   
重量物取扱 　　持ち上げ 　　運搬   
全身振動　　　 フォークリフト運転

発見方法  
いわゆる専門家による方法  　以前行われた  
職場の労働者による方法   　  最近行われる

熊谷信二:職場におけるリスクアセスメント・マネジメント

＜リスク軽減に繋げることが重要＞
1. 自分たちで多面的な危害要因を発見する

2. リスクの大きさを捉える

3. 現場の視点から改善案を考える 

    軽減できる危害要因から改善する

リスクアセスメント・マネジメント 
安全衛生マネジメント

熊谷信二:職場におけるリスクアセスメント・マネジメント



II. 職場点検活動の取り組みの体制 

安全衛生委員会を充実する

★ 安全衛生委員会を設置し活用する 

★ 定期的に開催し、対策志向の審議を行う 

★ アクション・プランを作成して取り組む

★ 実効的な安全衛生教育・研修を行う 

組合の中に対策組織を設置する 

★ 安全衛生を組合の基本課題とする

★ 組合がリーダーシップを発揮する 

リーダーを養成する 

★ 参加型トレーニングを行う 

★ リーダーを養成し、継続して活用する

全員参加型で取り組む

★ グループワークを活用する 

★ 全員参加型活動を組織する 

基本課題として取り組む 

★ メンタルヘルス相談体制をつくる 

★ 労働時間問題を安全衛生委員会で討議する
出典:2011年度自治労安全衛生集会基調
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